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当第2四半期末

(A)

前年度末

(B)

増　減

(A)-(B)

総 資 産 20,027 20,016 11

純 資 産 3,021 2,897 124

自 己 資 本 比 率 14.5% 13.8% 0.7%

■第2四半期 連結経営成績・財政状態

（単位：億円）経営成績（累計）

財政状態 （単位：億円）
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※ 2021年度第1四半期から、収益認識会計基準等の適用に伴い、電気事業会計規則が改正され、再生可能エネルギー固定価格買取制度に関する影響額
については、収益・費用計上の対象外となりました。
本資料に記載の2020年度第2四半期実績については、上記変更を遡及適用し組み替えて表示しております。

当第2四半期

(A)

前第2四半期

    (B)※

増　減

(A)-(B)

対前年同期

増減率％

売 上 高 2,734 2,572 161 6.3

営 業 利 益 271 335 △ 63 △ 19.1

経 常 利 益 227 279 △ 52 △ 18.7

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益 174 241 △ 66 △ 27.6

1 株 当 た り 四 半 期 純 利 益
81円71銭 114円07銭 △32円36銭



■第2四半期 連結決算の概要

売上高
（増収）

積極的な卸販売の実施に伴う他社販売電力量の増加などにより、

前年同期に比べ161億円増加の2,734億円となりました。

経常利益
（減益）

他社販売電力量の増加や発電設備に係る修繕費の減少などはありましたが、

本年4月以降の燃料価格の上昇に伴う収支の悪化などにより、

前年同期に比べ52億円減少の227億円となりました。

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
前年同期に比べ66億円減少の174億円となりました。
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2021年度通期の連結業績につきましては、至近の燃料価格上昇の影響などを反映し、2021年7月30日に公表
した連結業績予想を修正いたしました。

2021年度第1四半期から、収益認識会計基準等の適用に伴い、電気事業会計規則が改正され、再生可能エネルギー固
定価格買取制度に関する影響額について、収益・費用計上の対象外となります。
※なお、対前年度増減は、2020年度実績について上記変更を適用したものと仮定して算定しております。

[新型コロナウイルス感染症の影響] 2021年度の新型コロナウイルス感染症の影響により、 北海道内の景気は引き続き厳しい状
況にあるため、小売販売電力量において、△4億kWh程度と見込んでいます。

■2021年度 連結業績予想
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（単位：億円，億kWh）

2021年度見通し
今回見通し

対前年度増減(※)今回公表
（Ａ）

7月公表
（B）

増減
(Ａ)－(Ｂ）

売 上 高 6,330程度 6,000程度 330程度 480程度

営 業 利 益 200程度 330程度 △130程度 △340程度

経 常 利 益 110程度 230程度 △120程度 △300程度

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

90程度 200程度 △110程度 △270程度

（ 対 前 年 度 増 減 率 ）

小 売 販 売 電 力 量
(△1.1％程度)

224程度
(△1.1％程度)

224程度 同程度 △ 3程度

【主要諸元】

為 替 レ ー ト （ 円 / $ ） 110程度 110程度 同程度 4程度

原 油 C I F 価 格 （$ / b l ） 75.0程度 70.0程度 5.0程度 32.0程度

※10月以降、為替レートは110円/＄程度、原油CIF価格は80＄/bl程度と想定しております。



■2021年度 連結業績予想の修正概要

小売販売電力量
当第2四半期では概ね計画どおりに推移していることから、

7月公表値と同程度となる見通しです。

売上高

積極的な卸販売の実施などによる他社販売電力量の増加や

燃料価格の上昇に伴う燃料費調整額の増加などにより、

7月公表値に比べ330億円増加の6,330億円程度となる見通しです。

経常利益
燃料価格の上昇に伴う収支の悪化などにより、

7月公表値に比べ120億円減少の110億円程度となる見通しです。

230

110

△130

前回公表予想
経常利益

今回修正予想
経常利益

＜連結業績予想の修正内容について＞

燃料価格の上昇

（単位：億円程度）

＋30

その他
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・小売・他社販売電力量
の影響 など

水力発電量の減少に
よる燃料費の増加

△20
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■2021年度 中間配当・期末配当予想

・2021年度中間配当につきましては、本日開催の取締役会において、前回公表した配当予想のとおり、普通株式は

1株当たり10円、Ｂ種優先株式は定款の定めに従い1株当たり1,500,000円と決定いたしました。

・2021年度の期末配当予想につきましては、7月公表から変更はありません。

普通株式 Ｂ種優先株式

中間 期末 年間 中間 期末 年間

2020年度
（実績）

5円 15円 20円 1,500,000円 1,500,000円 3,000,000円

2021年度 10円 (10円) (20円) 1,500,000円 (1,500,000円) (3,000,000円)

【1株当たり配当金】

※2021年度の（ ）内は予想値。



■参考資料
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・連結収支比較表（全体）
・連結対象会社
･販売電力量（連結）
・供給電力量（連結）
・連結収支比較表（収益）
・連結収支比較表（費用・経常利益）
・連結セグメント情報
・連結キャッシュ・フロー計算書
・連結経常利益の変動要因（対前年同期比較）

業績予想
・連結経常利益の変動要因（対前年度比較）



当第2四半期

連結累計期間

(A)

前第2四半期

連結累計期間

(B)

増　減

(A)-(B)
対前年同期増減率％

営業収益（売上高） 2,734 2,572 161 6.3

電気事業営業収益 2,551 2,403 148 6.2

その他事業営業収益 183 169 13 8.1

営業外収益 30 7 22 283.6

2,764 2,580 184 7.1

営業費用 2,463 2,237 225 10.1

電気事業営業費用 2,300 2,084 215 10.4

その他事業営業費用 163 153 10 6.5

営業外費用 74 63 10 16.8

2,537 2,301 236 10.3

[271] [335] [△ 63] [△ 19.1]

227 279 △ 52 △ 18.7

△ 2 △ 5 2 ー

229 285 △ 55 △ 19.3

53 43 9 22.1

176 241 △ 64 △ 26.8

1 △ 0 1 ー

174 241 △ 66 △ 27.6

四半期包括利益 168 258 △ 90 △ 34.9

四 半 期 純 利 益

非支配株主に帰属する四半期純損益

親会社株主に帰属する四半期純利益

（参考）

[営　　業　　利　　益]

 経　　常　　利　　益

渇水準備金引当又は取崩し

税金等調整前四半期純利益

法　  人　  税　  等

合　計

経

常

収

益

合　計

経

常

費

用

連結決算－収支比較表
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（単位：億円）



連結決算－連結対象会社

連 結 子 会 社 持 分 法 適 用 会 社

北海道電力ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱ 北海電気工事㈱ 北電総合設計㈱

北電興業㈱ 北海道ﾊﾟﾜｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ ㈱ほくでんｱｿｼｴ

苫東ｺｰﾙｾﾝﾀｰ㈱ ほくでんｴｺｴﾅｼﾞｰ㈱ 石狩LNG桟橋㈱

ほくでんｻｰﾋﾞｽ㈱ 北海道総合通信網㈱

ほくでん情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ 北海道電力ｺｸﾘｴｰｼｮﾝ㈱
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連結決算－販売電力量

当第2四半期
連結累計期間

(A)

前第2四半期
連結累計期間

(B)

増 減
(A)-(B) 対前年同期増減率％

小

売

低
圧

電 灯 3,761 3,927 △ 166 △ 4.2

電 力 645 652 △ 7 △ 1.2

計 4,406 4,579 △ 173 △ 3.8

高圧・特別高圧 5,478 5,507 △ 29 △ 0.5

小計(※1) 9,884 10,086 △ 202 △ 2.0

その他(※2) 39 33 6 18.1

合計 9,923 10,119 △ 196 △ 1.9

（単位：百万kWh）

・小売販売電力量は、引き続き積極的な営業活動を展開しておりますが、他事業者への契約切り替えの影
響などから、合計で9,923百万kWh、対前年伸び率△1.9%となりました。
（新型コロナウイルス感染症による影響：△3億kWh程度→△2億kWh程度）

・他社販売電力量は、積極的な卸販売の実施に伴う販売量の増加などから、合計で3,385百万kWh、対
前年伸び率103.4%となりました。
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他社販売電力量 3,385 1,666 1,719 103.4

小売・他社販売電力量合計 13,308 11,785 1,523 12.9

※1 小計欄は、北海道電力㈱の販売電力量を示す。

※2 その他欄は、北海道電力ネットワーク㈱および北海道電力コクリエーション㈱ の販売電力量を示す。



連結決算－供給電力量

（単位：百万kWh）

・ 泊発電所は全基停止していることに加え、出水率が88.7％と平年を下回りましたが、供給設備の適切な
運用により、安定した供給を維持することができました。

当第２四半期
連結累計期間

(A)

前第２四半期
連結累計期間

(B)

増 減
(A)-(B) 対前年同期増減率％

発

電

電

力

量

( 出 水 率 % )

水 力
(88.7%)

1,972
(86.4%)

2,012
( 2.3%)

△ 40 △ 2.0

火 力 7,402 7,454 △ 52 △ 0.7

(設備利用率%)

原 子 力
( －)

－
( －)

－
( －)

－ －

新エネルギー等 42 57 △ 15 △ 27.6

計 9,416 9,523 △ 107 △ 1.1

他 社 受 電 電 力 量※ 5,062 3,446 1,616 47.0

揚 水 用 △ 134 △ 121 △ 13 11.0

合 計 14,344 12,848 1,496 11.7
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※他社受電電力量には、連結子会社の北海道パワーエンジニアリング㈱およびほくでんエコエナジー㈱からの受電電力量が含まれている。



当第2

四半期連結

累計期間

(Ａ)

前第2

四半期連結

累計期間

(B)

増　減

(A)-(B)

対前年同期

増減率％
主　な　増　減　要　因

2,734 2,572 161 6.3

2,551 2,403 148 6.2

1,992 2,070 △ 78 △ 3.8 ・小売販売電力量等の減少

564 338 225 66.5

地 帯 間 ・ 他 社

販売電力料(再掲)
325 142 183 128.3

託送収益(再掲） 206 171 35 20.6

△ 5 △ 6 1 ー

183 169 13 8.1

30 7 22 283.6 ・貸倒引当金戻入額の増加

2,764 2,580 184 7.1

・地帯間・他社販売電力料の増加

・託送収益の増加

営 業 外 収 益

経 常 収 益

売 上 高

電 気 事 業 営 業 収 益

電 灯 ・ 電 力 料

そ の 他

子 会 社 ・ 連 結 修 正

２

社

合

計

※

その他事業営業収益

連結収支比較表（収益）
（単位：億円）
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※ ２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。



連結収支比較表（費用・経常利益）

（単位：億円）
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※ ２社合計は、北海道電力㈱と北海道電力ネットワーク㈱の合計（内部取引消去後）の実績を表示している。

当第2

四半期連結

累計期間

(Ａ)

前第2

四半期連結

累計期間

(B)

増　減

(A)-(B)

対前年同期

増減率％
主　な　増　減　要　因

2,300 2,084 215 10.4

274 280 △   5 △   2.0 ・退職給付費用の減少

437 351 85 24.2

421 255 166 65.2

241 264 △ 23 △   8.8 ・発電設備に係る修繕費の減少

349 355 △   5 △   1.7

598 583 14 2.5 ・情報処理費用の増加

△ 22 △ 6 △ 15 ー

163 153 10 6.5

74 63 10 16.8

47 54 △   6 △ 11.7 ・金利の低下

2,537 2,301 236 10.3

227 279 △ 52 △ 18.7

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ( 再 掲 ）

経 常 費 用

経 常 利 益

【増加要因】

・燃料価格の上昇

・他社販売電力量の増加

修 繕 費

減 価 償 却 費

そ の 他 費 用

子 会 社 ・ 連 結 修 正

そ の 他 事 業 営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 費 用

人 件 費

燃 料 費

購 入 電 力 料

２

社

合

計

※



連結決算－ セグメント情報

（単位：億円）
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・北海道電力セグメントの売上高は、前年同期に比べ65億円増加の2,518億円となり、セグメント損益は、

他社販売電力量の増加や発電設備に係る修繕費の減少などはありましたが、本年4月以降の燃料価格の
上昇に伴う収支の悪化などにより、前年同期に比べ92億円減少の217億円の経常利益となりました。

・北海道電力ネットワークセグメントの売上高は、前年同期に比べ108億円増加の1,106億円となり、セグメン

ト損益は、新型コロナウイルス感染症の影響の縮小に伴う電力需要の増加などにより、前年同期に比べ損失
幅が21億円縮小したものの、12億円の経常損失となりました。

※2 「調整額」は、連結決算におけるセグメント間取引の消去額である。

※1 「その他」は、「北海道電力」および「北海道電力ネットワーク」セグメント以外の、その他の連結子会社等の実績である。

当第2四半期

連結累計期間

(Ａ)

前第2四半期

連結累計期間

(B)

増　減

(A)-(B)

2,734 2,572 161

北 海 道 電 力 2,518 2,453 65

北 海 道 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク 1,106 997 108

そ　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　他　※1　 582 577 4

調　　　　　　　　　 整                　 額　※2 △1,472 △1,456 △ 16

227 279 △ 52

北 海 道 電 力 217 310 △ 92

北 海 道 電 力 ネ ッ ト ワ ー ク △    12 △    34 21

そ　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　他　※1　 36 9 26

調　　　　　　　　　 整                　 額　※2 △    14 △      6 △   8

売 上 高

セグメント損益（経常損益）



連結決算－キャッシュ・フロー計算書
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・営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の減少や

燃料価格の上昇による棚卸資産の増加などにより、
前年同期に比べ355億円減少の140億円の収入となりました。

・投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出の減少などにより、

前年同期に比べ39億円減少の317億円の支出となりました。

・財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額が増加したことなどにより、

前年同期に比べ14億円減少の60億円の収入となりました。

・以上の結果、現金及び現金同等物は、期首に比べ116億円減少の721億円となりました。

（単位：億円）

当第2四半期

連結累計期間

(Ａ)

前第2四半期

連結累計期間

(B)

増　減

(A)-(B)

140 496 △355

△317 △357 39

△176 138 △315

60 75 △  14

△116 214 △330

721 789 △  68

Ⅳ.現金及び現金同等物の増減額〔Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ〕

Ⅴ . 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

Ⅰ . 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅱ . 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

差　引　Ｃ　Ｆ  〔Ⅰ＋Ⅱ〕

Ⅲ . 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー



2020年度
第2四半期（実績）

2021年度
第2四半期（実績）

（単位：億円）

279
＋33

△140 ＋29

発電設備に係る
修繕費の減少

燃料価格の上昇

その他

227

小売・他社販売電力量
の影響 ＋26

第2四半期（連結決算）－経常利益の変動要因（対前年同期比較）

・グループ会社の利益の増加 など

16

火力発電所定期
検査基数の減

（1→0基）など



2020年度
（実績）

連結業績予想－経常利益の変動要因（対前年度比較）

2021年度
収支見通し

411

110

発電設備に係る
修繕費の減少

（単位：億円、億円程度）

△200

△180

その他

前年度の
寒波の影響

+30

火力発電所定期
検査基数の減

（4→3基）など

17

燃料価格の上昇

+50

・小売・他社販売電力量
の影響 など



2021年10月28日

（機関投資家・証券アナリスト向け）

（百万円未満切捨て）

１．2022年３月期第２四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年９月30日）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

（注）包括利益 2022年３月期第２四半期　16,820百万円（ △34.9％） 2021年３月期第２四半期　25,837百万円（ 204.8％）

円　銭 円　銭

（２）連結財政状態

百万円 百万円

（参考）自己資本 2022年３月期第２四半期　289,484百万円 2021年３月期　277,102百万円

２．配当の状況

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

 2021年３月期

 2022年３月期

 2022年３月期

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無　： 無

　　の配当の状況については、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧ください。

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）
（％表示は、対前期増減率）

円　銭

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無　： 有

　　　なお、対前期増減率は、2021年３月期の売上高を当該変更を適用したものと仮定して算定しております。

△ 75.1 36.97 

　　　連結業績予想の修正については、本日（2021年10月28日）公表いたしました「2021年度第２四半期（４～９月）決算について」の

百万円 ％

通　期 633,000 8.2 20,000 △ 62.8 11,000 △ 73.3 9,000 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等の適用に伴い、「電気事業会計規則」が改正され、

　　第１四半期連結会計期間の期首から再生可能エネルギー固定価格買取制度に関する影響額について収益・費用計上の対象外となります。

　　Ｐ.４「2021年度 連結業績予想」およびＰ.５「2021年度 連結業績予想の修正概要」ならびに「業績予想（連結）の修正に関するお

　　知らせ」をご覧ください。

10.00 20.00

　　　上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式（非上場）

売 上 高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属 １株当たり

当期純利益する当期純利益

－ 10.00

－

－ 5.00 － 15.00 20.00

2021年３月期第１四半期 2,001,650 289,733 13.8 

年間配当金
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期　末 合　計

％

2022年３月期第２四半期 2,002,776 302,161 14.5 

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等の適用に伴い、「電気事業会計規則」が改正され、

　　第１四半期連結会計期間の期首から再生可能エネルギー固定価格買取制度に関する影響額について収益・費用計上の対象外となります。

　　　なお、対前年同四半期増減率および2021年３月期第２四半期実績については、当該変更を遡及適用した後の数値にしております。

総　資　産 純　資　産 自己資本比率

2022年３月期第２四半期 81.71 －

2021年３月期第２四半期 114.07 －

207.1 24,146 204.5 

１株当たり四半期純利益
潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり四半期純利益

2021年３月期第２四半期 257,284 △8.2 33,511 130.8 27,937 

％ 百万円 ％

2022年３月期第２四半期 273,469 6.3 27,118 △19.1 22,703 △18.7 17,481 △27.6 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

代 表 者 （役職名） 代表取締役社長 （氏　名） 藤 井　 裕

問 合 せ 先 責 任 者 （役職名）
経理部決算グループ

（氏　名） 磯 野　高 史
グ ル ー プ リ ー ダ ー

2022年３月期　第２四半期決算短信〔日本基準〕(連結)

上 場 会 社 名 北海道電力株式会社 上場取引所  東　 札

コ ー ド 番 号 ９５０９ Ｕ Ｒ Ｌ https://www.hepco.co.jp/

ＴＥＬ 011-251-1111

四半期報告書提出予定日 2021年11月12日

経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

配 当 支 払 開 始 予 定 日 2021年11月30日

四半期決算補足説明資料作成の有無　：　有

四半期決算説明会開催の有無　　　　：　有

売 上 高 営業利益

(予想)
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※ 注記事項

新規 社（社名） 、除外 社（社名）

（４）発行済株式数（普通株式）

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（ＢＢＴ）」に係る信託口が保有する当社株式（2022年３月期２Ｑ 327,000株、2021年３月期 －株）が含まれており

ます。また、当該信託口が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　　（2022年３月期２Ｑ 109,000株、2021年３月期２Ｑ －株）

結業績予想の修正概要」ならびに「業績予想（連結）の修正に関するお知らせ」をご覧ください。
年度第２四半期（４～９月）決算について」のＰ.４「2021年度 連結業績予想」およびＰ.５「2021年度 連

 2022年３月期２Ｑ

 2021年３月期

 2021年３月期

 2021年３月期２Ｑ

なお、業績予想に関する事項につきましては、本日（2021年10月28日）公表いたしました「2021

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判

9,971,642株 

205,501,417株 

215,291,912株 

9,975,325株 

205,318,360株 

　　②　期末自己株式数

　　③　期中平均株式数（四半期累計）

 2022年３月期２Ｑ

（注）当社は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、期末自己株式数には、「株式給付信託

　　③　会計上の見積りの変更　　　　　　　　  ： 無

　　④　修正再表示　　　　　　　　　　　　　　： 無

　　①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 215,291,912株  2022年３月期２Ｑ

（注）詳細は、添付資料Ｐ.６「１．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計

　　　方針の変更）」をご覧ください。

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

－ －

　　①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更　： 有

　　②　①以外の会計方針の変更　　　　　　　　： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用　： 無



種類株式の配当の状況

　　普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭
 2021年３月期

 2022年３月期

 2022年３月期（予想）

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無　： 無

－ 1,500,000.00 3,000,000.00

Ｂ種優先株式

1,500,000.00

年間配当金
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期　末 合　計

3,000,000.00

－

1,500,000.00

1,500,000.00

－

－
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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

資産の部

　固定資産

　　電気事業固定資産

　　　水力発電設備

　　　汽力発電設備

　　　原子力発電設備

　　　送電設備

　　　変電設備

　　　配電設備

　　　業務設備

　　　その他の電気事業固定資産

　　その他の固定資産

　　固定資産仮勘定

　　　建設仮勘定

　　　除却仮勘定

　　　使用済燃料再処理関連加工仮勘定

　　核燃料

　　　加工中等核燃料

　　投資その他の資産

　　　長期投資

　　　退職給付に係る資産

　　　繰延税金資産

　　　その他

　　　貸倒引当金（貸方）

　流動資産

　　現金及び預金

　　受取手形、売掛金及び契約資産

　　棚卸資産

　　その他 　

　　貸倒引当金（貸方）

　合計

231,560

120,795

51,937

△1,055

2,002,776

19,980

38,723

11,211

△1,058

248,033

72,132

59,817

41,890

75,247

当第２四半期連結会計期間
（2021年９月30日）

158,195

13,965

178,856

104,261

289,561

42,725

6,592

52,934

1,754,743

1,176,815

201,959

195,762

157,095

476

2,001,650

19,475

40,822

172,637

31,013

42,878

△2,926

11,386

△974

231,162

122,854

52,144

13,965

164,648

73,107

231,560

前連結会計年度
（2021年３月31日）

203,730

202,765

166,332

1,202,725

227,839

83,767

150,537

146

52,418

231,162

6,370

182,371

1,773,810

106,253

289,311

45,589

－　２　－
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（単位：百万円）

負債及び純資産の部

　負債の部

　　固定負債

　　　社債

　　　長期借入金

　　　退職給付に係る負債

　　　資産除去債務

　　　その他

　　流動負債

　　　1年以内に期限到来の固定負債

　　　短期借入金

　　　コマーシャル・ペーパー

　　　支払手形及び買掛金

　　　未払税金

　　　その他

　　特別法上の引当金

　　　渇水準備引当金

　　負債合計

　純資産の部

　　株主資本

　　　資本金

　　　資本剰余金

　　　利益剰余金

　　　自己株式

　　その他の包括利益累計額

　　　その他有価証券評価差額金

　　　繰延ヘッジ損益

　　　退職給付に係る調整累計額

　　非支配株主持分

　　純資産合計

　合計

前連結会計年度 当第２四半期連結会計期間
（2021年３月31日） （2021年９月30日）

1,376,655 1,396,755

690,000 725,000

534,670 518,915

35,926 35,782

104,612 105,815

11,446 11,242

333,730 302,623

122,642 117,072

39,900 45,590

10,000 -

48,457 48,995

18,798 13,909

93,932 77,056

1,530 1,235

1,530 1,235

1,711,916 1,700,615

274,004 287,246

114,291 114,291

47,784 47,349

130,228 143,472

△18,300 △17,866

3,097 2,237

2,369 1,421

- 5

727 810

12,631 12,677

289,733 302,161

2,001,650 2,002,776

－　３　－
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　四半期連結損益計算書

　　第２四半期連結累計期間
（単位：百万円）

営業収益

　　電気事業営業収益　電気事業営業収益

　その他事業営業収益

営業費用

　電気事業営業費用

　その他事業営業費用

営業利益

営業外収益

　受取配当金

　受取利息

  貸倒引当金戻入額

　その他

営業外費用

　支払利息  

　持分法による投資損失

　その他

四半期経常収益合計

四半期経常費用合計

経常利益

渇水準備金引当又は取崩し

　渇水準備引当金取崩し（貸方）

法人税等調整額

法人税等合計

257,284 273,469

240,307 255,119

16,976 18,349

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日　 （自　2021年４月１日　
　至　2020年９月30日） 　至　2021年９月30日）

223,773 246,351

208,456 230,032

15,316 16,318

33,511 27,118

786 3,015

381 417

75 8

61 1,709

267 879

6,360 7,430

5,410 4,778

181 104

767 2,548

258,070 276,485

230,133 253,781

27,937 22,703

△562 △294

△562 △294

税金等調整前四半期純利益 28,500 22,997

法人税、住民税及び事業税 4,343 2,751

45 2,605

4,388 5,357

四半期純利益 24,111 17,640

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

△35 158

24,146 17,481親会社株主に帰属する四半期純利益

－　４　－
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　四半期連結包括利益計算書

　　第２四半期連結累計期間
（単位：百万円）

その他の包括利益

　その他有価証券評価差額金

　繰延ヘッジ損益

　退職給付に係る調整額

　その他の包括利益合計

四半期包括利益

（内訳）

　親会社株主に係る四半期包括利益

　非支配株主に係る四半期包括利益

705 △920

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日　 （自　2021年４月１日　
　至　2020年９月30日） 　至　2021年９月30日）

四半期純利益 24,111 17,640

△5 5

1,026 94

1,726 △820

△60 198

25,837 16,820

25,898 16,621

－　５　－
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 
  

（継続企業の前提に関する注記） 
    

該当事項なし 
 

 （株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 
    

該当事項なし 

 

（会計方針の変更） 

  

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとした。具体

的には、財又はサービス提供前に係る工事費等について、入金時に一括して収益を認識する処理から、財

又はサービスを提供する期間に応じて収益を認識する方法に変更していることや、一部の建設資機材の

販売等について、顧客への財又はサービスの提供における役割が代理人に該当すると判断した場合、総額

で収益を認識する処理から、純額で収益を認識する方法に変更していることなどである。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従い、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減している。この結果、利益剰余金の当期首残高は 452

百万円減少し、当第２四半期連結累計期間の売上高は 1,062 百万円、営業費用は 1,158百万円それぞれ減

少、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ 96 百万円増加している。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表 

  示していた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資 

産」に含めて表示している。 

また、再生可能エネルギー固定価格買取制度（以下「ＦＩＴ制度」という。）のもとで、お客さまより

回収する再生可能エネルギー発電促進賦課金を売上高に、費用負担調整機関に納付する再エネ特措法納

付金を営業費用に計上していた。さらに、ＦＩＴ制度に基づく再生可能エネルギー買取費用を購入電力料

に計上するとともに、買取費用のうち当社負担額の増加分を再エネ特措法交付金として費用負担調整機

関から収受し、売上高に計上していたが、収益認識会計基準等の適用に伴い、2021 年４月１日に「電気

事業会計規則等の一部を改正する省令」（令和３年経済産業省令第 22 号）が施行され、「電気事業会計規

則」（昭和 40年６月 15日通商産業省令第 57 号）が改正されたことから、ＦＩＴ制度については、収益及

び費用の対象外となった。 

改正電気事業会計規則の適用については、「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」附則第２条 

第２項のただし書きに従い、過去の期間に改正後の規定を遡及適用している。 

この変更に伴い、遡及適用を行う前と比べて、前第２四半期連結累計期間の売上高は 82,313 百万円減

少しているが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益へ与える影響はない。また、前連結会

計年度の受取手形、売掛金及び契約資産が 29,120 百万円減少し、流動資産のその他が 29,120 百万円増加

している。 

なお、電力の小売全面自由化に伴う一般消費者保護のために料金規制経過措置が適用されているため、

電気事業会計規則に従い、一般家庭等の顧客に対して検針日基準による収益の計上処理（毎月、月末以外

の日に実施する計量により確認した使用量に基づき収益を計上する処理）を行っており、決算月に実施し

た計量の日から決算日までに生じた収益は翌月に計上している。 

－　６　－


